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〔表紙〕　小布施栗／上高井郡小布施町

　小布施町の中南部は、万座山に端を発し千曲川に注ぎ込む
松川が形成した扇状地です。この松川は非常に酸性度が高く、
稲作には不向きでしたが栗の栽培には最適で、江戸時代には
将軍家献上栗として尊重されました。
　この栗を使った栗ようかんの製造が幕末に起こり、いまに
続いています。昭和後期になると、栗菓子メーカーと行政、
町民が連携して、景観や観光産業、文化に及ぶまちづくりに
取り組み、地域ブランドの成功事例として知られるようにな
りました。
� （写真撮影：小西　勝）

行政書士倫理綱領
行政書士は、国民と行政とのきずなとして、国民の生活向上と

社会の繁栄進歩に貢献することを使命とする。
１　行政書士は、使命に徹し、名誉を守り、国民の信頼に応える。
２　行政書士は、国民の権利を擁護するとともに義務の履行に寄

与する。
３　行政書士は、法令会則を守り、業務に精通し、公正誠実に職

務を行う。
４　行政書士は、人格を磨き、良識と教養の陶冶を心がける。
５　行政書士は、相互の融和をはかり、信義に反してはならない。
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事 業 報 告

全国女性行政書士交流会 IN広島に参加して

松本支部 茂住 いずみ

7月12日（金）～13日（土）、滞在2泊3日間で原爆ドーム、平和祈念館から宮島、厳島神社、
弥山登頂まで広島を堪能してきました。楽しいこと美味しいことお伝えしたいことはたくさん
あるのですが、交流会の冒頭での川野登美子さんの話について書きたいと思います。
川野登美子さんは実際に自分の体験した原爆を語り

べとして伝える活動をしていらっしゃる方です。
平和記念公園内にある「原爆の子の像」にまつわる

「原爆の子の像と6年竹組の仲間たち」というお話を
していただきました。川野さんの一番仲良しのお友達
で、原子爆弾により2歳で被爆し12歳で白血病のため
亡くなった佐々木禎子さんが、この「原爆の子の像」
のモデルです。病状が悪化して学校に通えなくなって
きた禎子さんは病床で「千羽鶴を折れば元気になれる」と願って
折り鶴を折り続けました。
小学校卒業後、彼女が亡くなりました。彼女の供養のために元

同級生が活動を始めました。小さな募金活動はやがて日本中の子
どもたちに広がり、1958年5月「原爆の子の像」は建立されました。
今では、恒久の平和への願いの象徴となった「原爆の子の像」

には、日本国内、世界中から毎年1000万羽を超える折り鶴が贈ら
れています。川野さんが代表と務める「PEACE MINDS HIRO-

SHIMA」は、その折り鶴をノートに仕立て直し、世界の子ども
たちに配布する活動をしています。

私たちの世代は大きな戦争に巻き込まれることもなく、平和しか知らないままに今に至って
います。今回のお話を伺って、子どもたちの世代も、その先も平和に過ごせるように何かをし
なければいけないと思いました。今すぐには何ができるかわからないのですが、伝える事は出
来るかもしれないとこのページを書かせていただきました。下記のホームページ、動画をご覧
になってみてください。

「折り鶴ノートプロジェクト」の活動
http://pm-hiroshima.com/

https://www.youtube.com/watch?v=RwJsfShaXdc&index=1&list=PL9IwpKLRZDpxOpZF-49dw2fIcn3MD8_Gf

原爆ドーム

原爆の子の像

2― ―



日本ＡＤＲ協会（ＪＡＤＲＡ）のＩＴ・ＡＩを活用したＯＤＲの可能性

ＡＤＲセンター長 和田 英幸

令和元年7月12日、東京茅場町ブロードスクエアの会場において、一般財団法人日本ＡＤＲ
協会（ＪＡＤＲＡ）主催の裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）の「ＡＤＲはどう変わるか～ＩＴ化
の可能性と課題～」をテーマにＡＤＲに関わる団体代表によるパネルディスカッションが行わ
れ参加しました。ＡＤＲの今後、ＩＴ化の可能性や課題について学びました。

初めに、法務省大臣官房司法法制部審査監督課長三宅啓介様の「ＡＤＲをめぐる諸情勢につ
いて」講演がありＡＤＲの現状について報告がありました。認証ＡＤＲ事業者の取扱実績は、
ここ数年は1，000件前後、成立件数は400件弱。全体の50％が3か月以内で、全体の60％が1～
2回で和解しています。和解成立は、ここ数年は、36～37％ですが、不応諾を除くと50％前後
となっています。

法務省では、認証ＡＤＲの拡充・活性化に向けて、現在「かいけつサポート事業者ガイド
ブック」やパンフレットの作成・配布、インターネットによる公告、ＳＮＳを活用するなど
様々な広報活動をしています。

また、成年被後見人等に係る欠格条項の見直しを行い関係法令が6月14日に公布され、9月
14日に施行になります。

「成長戦略フォローアップ」（令和元年6月21日閣議決定）では、紛争の多様化に対応した我
が国のビジネス環境整備として、オンラインでの紛争解決（ＯＤＲ）など、ＩＴ・ＡＩを活用
した裁判外紛争解決手続などの民事紛争解決の利用拡充・機能強化に関する検討を行い、基本
方針について2019年（令和元年）度中に結論を得るという閣議決定がされています。

パネルディスカッションでは、世界（主にアメリカ）ではＩＴ・ＡＩを活用したプラット
フォーム型ＯＤＲが実用化されていて、その実情実例についての興味深い紹介がありました。

また、日本においてもベンチャー企業により開発中のＯＤＲシステムの紹介（通販業界の返
品等の苦情に対する自動ＯＤＲが現在開発中）などがあり、今後オンラインによる紛争解決
（ＯＤＲ）のシステムが自動化される時代がもうそこまで来ています。
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暴力団等排除対策委員会と支部長会議が開催されました

副会長 赤羽 康志

8月5日に暴力団等排除対策委員会が会館で開催されました。

この会の目的は、会員が反社会的集団である暴力団等の存在、実態を深く認識し、業務の適
正な推進と被害の防止を図ることです。

長野県警察本部より
刑事部 組織犯罪対策 参事官兼課長
警視 中山達志様

（代理）暴力団排除推進室 課長補佐
警部 笠松邦行様

公益財団法人 長野県暴力追放県民センターより
専務理事 横尾俊彦様

をお招きし、最近の暴力団情勢についてのお話をお聞きしました。

企業（士業）におけるコンプライアンスが重視され、活動そのものに廉潔性、透明性が求め
られている昨今、反社会的勢力を利用したり、これに資金提供することは厳しい社会的批判を
受けることになります。また、反社会的勢力への対応を誤ると企業の存続にも影響を及ぼしか
ねません。反社会的勢力との関係遮断について規則や体制を整備するとともに、取引活動から
反社会的勢力を排除する仕組みを構築することが求められています。中山警視、横尾専務理事
には顧問に就任していただきました。委員には各支部長が委嘱されています。

暴力団等排除対策委員会終了後支部長会議が開催されました。

山本会長よりコンプライアンスの徹底と法令の遵守及び職業論理の適切な実施についてのお
話しがありました。栁澤法務部長からは長野県行政書士会における災害対応の整備についての
説明、和田広報監察部長からは今年度の広報・ＰＲに
ついての説明がありました。

また、支部長より各支部の現状報告と本会への要望
が出され、支部での研修のあり方、支部役員の問題、
行テラスの今後、会員のコンプライアンス等、活発な
意見が交換されました。

暴力団等排除対策委員会

支部長会
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ＯＳＳ開始時期等についてご報告

運輸交通副部長 中塚 千夏

令和元年8月8日に運輸交通部では、山本会長、赤羽副会長、本会事務局長と共に、長野運

輸支局をはじめとして、関係諸団体へのあいさつ回りをしました。

長野運輸支局では森田主席運輸企画専門官より自動車保有関係手続のワンストップサービス

（以下、ＯＳＳ）申請についての見通しについてお話を頂きました。現在、警察署・県税務課

等にシステム導入が進められ、9月以降にはテスト開始となり、おそらく年明けの令和2年1

月6日スタートを目指して調整をしていくことになるというお話でした。

また、昨年大変有意義な情報交換会を実施することが出来た、一般社団法人 日本自動車販

売協会 五明専務理事並びに遠藤事務局長にもご挨拶し、昨年同様、情報交換会の開催の実施

を確認することが出来ました。更に前回の情報交換会でも議題として取り上げた、ＯＳＳ開始

後の車庫証明について、これまで通り所在図・配置図作成は行政書士に依頼する旨をディー

ラー各社ともお話して頂いているとのお話がありました。

その他、一般財団法人 長野県自動車標板協会、長野県警察本部 交通部交通規制課にもご

挨拶で回らせて頂き、ＯＳＳ開始後もこれまで同様の協力関係でいくことを確認させて頂くこ

とが出来ました。

また長野運輸支局にて10月下旬にはＯＳＳ開始へ向けた関係諸団体での連絡会議も予定され

ており、その際には具体的な日程見通し等、詳細が分かるものと思います。

以上、会員の皆様へ現在の状況のご報告とさせて頂きます。
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広報監察部活動報告

広報監察部 土屋 帝

毎年10月1日～31日は「行政書士制度広報月間」です。
目的は、行政書士制度の普及浸透。我が長野県行政書士会でも、様々な広報・監察活動がな

されました。

Ｑ：何故10月なのか？
Ａ：政府が毎年10月1日を「国を挙げて法の尊重、基本的人権の擁護、社会秩序の確立の精

神を高めるための日（※最高検察庁ＨＰより抜粋）」として「法の日」を制定し、これ
にこたえる形で、行政書士制度広報月間が定められました。

法の日 10月1日
政府が定める。昭和35年6月制定、旧：司法記念日

法の日週間 10月1日～7日
裁判所、法務省及び日本弁護士連合会が定める。法の日と同時に制定

新聞広告

10月2日（水）信濃毎日新聞朝刊 第2社会面に掲載

昨年度までは無料相談会の日程が中心となっておりましたが、今年度は構成を一新し、行政
書士制度の浸透を目的としたものになりました。いかがでしょう？
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ポケットティッシュ

昨年より参加している大人の文化祭などで配布
し、好評を得ているポケットティッシュがリ
ニューアルされました。今回のポケットティッ
シュは、チラシなど、他の広報グッズとセットで
使用することを前提にデザインされています。
（※ティッシュ自体に業務の宣伝を入れておりま
せん。）
名刺や業務案内のチラシと一緒に配れば集客力

アップ間違いなしです！！

ご購入希望の方は各所属支部（事務局または支
部長）経由でお申し込みください。なお、本稿執
筆時点で、在庫が少なくなってきております。購
入はお早めに。

行政書士制度啓発パンフレット

監察活動の一環として非行政書士行為（行政書
士でない者が行政書士の業務を行うこと）防止の
ため、啓発パンフレットを作成し各種行政窓口に
配布いたしました。
県農政部様のご協力により、県下77市町村農業

委員会に本パンフレット設置していただくことが
でき、また、広報監察部員、農林建設部員、各支
部担当者にて19市町村農業委員会への要望活動
（本パンフレットを使用した非行政書士行為の防
止フローの説明）も行いました。
※なお、本パンフレットの図案については熊本

県行政書士会様作成ものと（非常に）よく似てお
りますが、熊本県行政書士会様より図案等の使用
許可を得たうえで作成されておりますのでご安心
ください。行政書士が著作権侵害など笑えないの
で…。
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連合会ポスター

各市町村窓口および主要郵便局へのポスター掲
示が行われました。
主要郵便局へのポスター掲示は昨年より始まっ

た試みですが、今後も継続していきたい活動で
す。
ご協力いただきました各支部のポスター配布担

当者の皆様には心よりお礼申し上げます。

千曲市役所にて、非常に目立つ位置に掲示していただけました。
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広報監察部活動報告2

広報監察部 土屋 帝

別記事（広報監察部活動報告）でもご報告のとおり、本年は各支部担当者及び農林建設部員
並びに広報監察部員により、非行政書士行為の防止のための要望活動が県下19市町村農業委員
会に対し行われました。私も広報監察部員として、10月4日にその対象のひとつである小諸市
農業委員会にお伺いしました。

当方の目的は農業委員会への要望活動のみでしたが、その際、管轄支部である佐久支部会員
による小諸市役所へのあいさつ回りと日程が重なったため、佐久支部の皆様にご同行させてい
ただけることとなりました。佐久支部の皆様は小泉小諸市長へのご挨拶もなされるということ
でしたので、私も同席させていただきました。
皆様ご存じのとおり現役の行政書士でもある小泉俊博小諸市長ですが、我々の訪問に際して

も大変温かくお迎えいただき、今後の佐久支部との連携のお話し（小諸市と佐久支部との間で
被災者支援・防災についての協定？のお話しが進んでいるようです。）や、小諸市の現状・課
題・今後の方策などをお聞きすることができ、有意義な時間となりました。

もちろん、本来の目的である農業委員会への要望活動も忘れずおこなってまいりましたの
で、ご安心ください。

令和元年１０月４日 小諸市役所市長室において

左より 山田会員、内藤会員、小泉小諸市長、佐藤佐久支部長、
依田会員、藤森会員（農林建設部）、土屋（広報監察部）
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特 集

「長野県行政書士紛争解決センター」（第1回）

ＡＤＲセンター長 和田 英幸

長野県行政書士会は、平成31年2月1日付裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律

（ＡＤＲ法）第5条に基づく法務大臣の認証を受け「長野県行政書士紛争解決センター」が開

所しました。

これにより、行政書士会としては福岡会に続いて全国18番目の認証、関地協では、東京、神

奈川、埼玉、新潟、静岡に続いて6番目の認証、法務省「かいけつサポート」裁判外紛争解決

手続の認証解決機関としては、全国で第161号として事業を開始しました。

平成19年4月1日にＡＤＲ法が施行され、平成20年3月には日行連と日弁連の基本合意書が

成立し「外国人、ペット、自転車、敷金」の4分野に限り紛争解決ができることが確定する

と、東京会をはじめとした全国の単位会が法務省の認証を受けるべく申請準備を開始しまし

た。これにより長野会は、平成19年度竹内会長の元でＡＤＲ機関立上げに向けてＡＤＲ特別委

員会（和田英幸特別委員長）によりＡＤＲの研究が始まりました。

長野会では、全国の動きを注視しつつ、手続実施者育成のための養成研修会を行い、同時に

弁護士の助言に関する連携を図るため長野県弁護士会との協議を始めることになりました。平

成21年度には会則を変更し、会の事業として第4条1項8号に裁判外紛争解決手続機関の設置

及び運営が位置づけられ、第11章第85条の6に長野県行政書士紛争解決センター（ＡＤＲセン

ター）を設置する規定が総会で承認されました。

しかし、長野県弁護士会との協議は基本的な信頼関係が欠如する中で調整が進まず、山﨑会

長のもとにおいて一時センター設置が危ぶまれる状況に陥りましたが、特別委員会による県弁

護士会との粘り強い実務者同士のひざ詰め協議の継続により、平成29年3月に弁護士会と基本

合意書の協定を締結することができました。

その後、弁護士会と特別委員会との実務者によりセンター規則、調停規程等諸規程の調整作

業を行い、一方で法務省に事前相談のため1年ほどかけて規則等の指導を受けて見直し作業を

並行して行いました。
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そして、ようやく認証申請にこぎつけ、法務大臣の認証を受けるに至りました。特別委員会

立上げから実に12年を要したことになります。

この間、行政書士会会員の皆様方には大変なご理解ご協力をいただきましたことを心より感

謝と御礼を申し上げます。

しかし、法務大臣の認証を受けてセンターが立ち上がることが最終目的ではなく、ここから

がスタートと考えています。ＡＤＲセンター設置は行政書士会にとっては手段であり、目的は

行政書士会の社会貢献事業の一環であり、行政書士の社会的地位向上、行政書士の基盤強化、

ＡＤＲ代理権の取得ということになります。

現在、広報監察部との連携によりＰＲ用のパンフレット作成配布や新聞広告などにより行政

書士ＡＤＲセンターを県民の皆様に知っていただく事業、並びに、手続実施者養成研修を行い

新たな手続実施者候補者の育成も行っています。会員の皆様には、4分野における相談があっ

た場合は、センター事務局にご紹介いただきますようご協力をお願いいたします。

ＡＤＲ手続実施者養成研修
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全国の行政書士会のＡＤＲ認証への取組み

1 東京会 Ｈ21．5．25認証取得 4分野
2 愛知会 Ｈ22．3．1 認証取得 4分野
3 京都会 Ｈ22．4．21認証取得 外国人（夫婦・親子）
4 新潟会 Ｈ22．4．26認証取得 4分野
5 和歌山会 Ｈ22．5．25認証取得 外国人、自転車
6 岡山会 Ｈ22．8．6 認証取得 自転車
7 神奈川会 Ｈ22．12．27認証取得 4分野
8 兵庫会 Ｈ24．2．22認証取得 4分野
9 埼玉会 Ｈ24．6．4 認証取得 4分野（相続、離婚、自動車、敷金）
10 北海道会 Ｈ25．5．20認証取得 外国人、敷金原状・回復
11 香川会 Ｈ27．3．10認証取得 4分野
12 山口会 Ｈ27．4．10認証取得 動物、敷金原状・回復
13 大阪会 Ｈ27．8．24認証取得 4分野
14 奈良会 Ｈ28．4．1 認証取得 外国人、自転車
15 宮城会 Ｈ28．4．5 認証取得 自転車、敷金原状・回復
16 静岡会 Ｈ30．4．1 認証取得 外国人（外国人と日本人の紛争）
17 福岡会 Ｈ30．9．3 認証取得 外国人、自転車、ペット
18 長野会 Ｈ31．2．1 認証取得 4分野

長野県行政書士会の取組みと経過

平成19年6月 ＡＤＲ特別委員会（和田英幸委員長～平成22年度）発足
平成20年3月 日行連と日弁連の基本合意書締結

（外国人、自転車、ペット、敷金の4分野が紛争解決可能）
平成20年6月 手続実施者養成研修（45時間）を開始
平成20年6月 長野県弁護士会との協議が始まる
平成21年5月 東京都行政書士会が行政書士会で第1号の認証取得
平成23年6月 ＡＤＲ特別委員会（深澤和歌子委員長～平成24年度）
平成25年6月 ＡＤＲ特別委員会（荻原政吉委員長～平成26年度）
平成27年6月 ＡＤＲ特別委員会（和田英幸委員長～平成30年度）
平成29年3月 長野県弁護士会との協定書締結
平成30年11月1日 法務省にＡＤＲ機関認証申請
平成31年2月1日 認証取得（法務大臣認証第161号）

（外国人、自転車、ペット、敷金）※ペット、自転車は上限140万円
平成31年2月1日 ＡＤＲセンター業務開始～現在
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お 知 ら せ

会則改正について

令和元年度定時総会（5月24日開催）で議決されました「長野県行政書士会会則の一部を改
正する会則」が令和元年7月25日長野県知事より認可されましたので、お知らせいたします。

長野県行政書士会会則の一部を改正する会則

（改正理由）
会員に対し厳正かつ効果的な処分を行い、適正な会務運営を行えるようにするため。

◯長野県行政書士会会則の一部を次のように改正する。

附 則（令和元年7月25日認可 長野県指令元市町村第367号）
この会則は、長野県知事の認可のあった日から施行する。

改 正 案 現 行

第10章 会員に対する指導調査と処分

（個人会員の処分の種類）
第85条の2 個人会員に対する処分は次のとおり
とする。
（1） 訓告
（2） 2年以内の会員の権利の停止
（3） 廃業の勧告（廃業するまでの間の会員の

権利の停止を含む。）

（以下略）

第85条の3 法人会員の処分の種類は、次のとお
りとする。
（1） 訓告
（2） 2年以内の会員の権利の停止
（3） 主たる事務所を有する法人会員に対して

は、解散の勧告又は主たる事務所の廃止の
勧告（会員の権利の停止を含む。）

（4） 従たる事務所のみを有する法人会員に対
しては、事務所の廃止の勧告（会員の権利
の停止を含む。）

第10章 会員に対する指導調査と処分

（個人会員の処分の種類）
第85条の2 個人会員に対する処分は次のとおり
とする。
（1） 訓告
（2） 1年以内の会員の権利の停止
（3） 廃業の勧告

（以下略）

第85条の3 法人会員の処分の種類は、次のとお
りとする。
（1） 訓告
（2） 1年以内の会員の権利の停止
（3） 主たる事務所を有する法人会員に対して

は、解散の勧告又は主たる事務所の廃止の
勧告（会員の権利の停止を含む。）

（4） 従たる事務所のみを有する法人会員に対
しては、事務所の廃止の勧告（会員の権利
の停止を含む。）
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斡 旋 物 一 覧

長野県収入証紙の販売について

本会では、長野県収入証紙を販売しております。
購入方法は、事務局へお申し込みをいただき、現金または請求払いの何れかの方法
で購入していただけます。
購入方法等の詳細については、長野県収入証紙売りさばき取扱規程をご覧いただく
か、事務局にお問い合わせください。
なお、年間10万円以上購入されますと、年度末に約1パーセントを還元しておりま
すので、是非ご利用をお願いします。

行政書士業務を廃止される方へ

行政書士は、その業を廃止しようとするときは、遅滞なく、その旨を所属の行政書
士会を経由して日本行政書士会連合会に届出なければならないとされています（行政
書士法施行規則第12条）。
また、その手続は、行政書士法第7条の4及び日本行政書士会連合会会則第53条に

基づき規則で定めることとなっており、登録の抹消日については、日本行政書士会連
合会が行政書士登録抹消届出書を受け付けた日又は届出者が希望する廃業日のいずれ
か遅い日とすることとしています（行政書士登録事務取扱規則第24条の4）。
行政書士業務の廃止を予定されている方は、廃止予定日が決まった場合、事前に本
会にご連絡いただき、案内に従い、その旨を届出いただきますようお願いいたします。
なお、廃止予定日を月末とされる場合は、必ず当該月内に届出書が本会から日本行
政書士会連合会に到達することが条件となりますので、事前に手続日程等をご確認の
うえ、お手続きください。
※廃業を予定する月内に届出書が日本行政書士会連合会へ到達しなかった場合、上記
規定により抹消日が翌月となるため、翌月分の本会会費が発生する場合があります
ので、十分に御留意ください。

品 名 価 格 備 考

行 政 書 士 徽 章（ネジ） ２，６５０円 送料実費

行 政 書 士 徽 章（タイタック） ２，６５０円 〃

事 件 簿 用 紙 ３００円 〃

領 収 書 ７００円 〃

戸 籍 謄 本 等 職 務 上 請 求 書

（新様式・Ａ４版）
８００円

「購入申込書」と「誓約書」で注文願います。

送料実費

自 然 公 園 法 の 手 引 １，０００円 〃

新会社法パート２（Ｈ１８．８．１１） １，５００円 〃
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□令和元年度行政書士試験実施に係
る説明会

1 と き 令和元年7月12日（金）
2 と こ ろ 東京都、全国町村議員会館
3 出 席 者 赤羽、松島各試験場責任者

□（一財）日本ＡＤＲ協会主催シンポ
ジウム

1 と き 令和元年7月12日（金）
2 と こ ろ 東京都、（公社）商事法務研修会
3 出 席 者 和田ＡＤＲセンター長
4 講演・講師 ＡＤＲをめぐる情勢について・

法務省大臣官房司法法制部 審
査監督課長 三宅 啓介 様

5 パネルディスカッション
ＡＤＲはどう変わるか～ＩＴ化の可能性と課題～

□正副会長会

1 と き 令和元年7月17日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 山本会長、赤羽、清水、松島各副

会長、宮下総務部長
4 会議事項
⑴ 会務全般の課題について
⑵ その他

□税理士会総会

1 と き 令和元年7月22日（月）
2 と こ ろ 松本市、ホテルブエナビスタ
3 出 席 者 赤羽副会長

□（一財）日本国際協力センター主催
外国人就労・定着支援研修

1 と き 令和元年7月23日（火）
2 と こ ろ 飯田市、飯田市勤労者福祉セン

ター

3 講 師 春日国際部長
4 講 義 在留管理制度

□特定行政書士法定研修

1 と き 令和元年7月24日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 岡田部長、渡邊部員、受講者4名

□暴力団等排除対策委員会

1 と き 令和元年8月5日（月）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 正副会長、支部長、長野県警察本

部刑事部組織犯罪対策課暴力団排
除推進室課長補佐 笠松 邦行
様、（公財）長野県暴力追放県民セ
ンター専務理事 横尾 俊彦 様

4 会議事項
⑴ 新委員の委嘱について
⑵ 副委員長の互選について
⑶ 最近の暴力団情勢について
⑷ 情報交換
⑸ その他

□支部長会

1 と き 令和元年8月5日（月）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 正副会長、支部長、栁澤法務部

長、和田広報監察部長
4 会議事項
⑴ 会員の指導について
⑵ 本会への要望について
⑶ 危機管理について
⑷ 行政書士会の広報・ＰＲについて
⑸ その他

会 議 報 告
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□法務関係部会長連絡会議

1 と き 令和元年8月6日（火）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 松島副会長、栁澤部長、古谷副部

長、山田、木村各部員、柴崎、木
下、髙田各支部担当者

4 会議事項
⑴ 令和元年度県部会事業計画について
⑵ 法務分野の課題について
⑶ その他

□法務部会

1 と き 令和元年8月6日（火）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 松島副会長、栁澤部長、古谷副部

長、山田、木村各部員
4 会議事項
⑴ 令和元年度県部会事業実施について
⑵ 法務分野の課題について
⑶ その他

□国際部会

1 と き 令和元年8月7日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、宮本部員
4 会議事項
⑴ 8月20日国際部研修会（効果測定対策）につ
いて
⑵ その他

□特定行政書士法定研修

1 と き 令和元年8月7日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 西澤副部長、二瓶部員、受講者4

名

□運輸交通部会

1 と き 令和元年8月8日（木）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員
4 会議事項
⑴ 令和元年度事業実施計画について
⑵ 県庁、関係団体へ挨拶回り
⑶ その他

□自動車の「出張封印取付作業代行
研修会」（甲種再受託）

1 と き 令和元年8月8日（木）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員、会員24名
4 内 容
⑴ 道路運送車両法
⑵ 甲種受託者による出張封印について
⑶ 出張封印取付作業代行実施契約書について
⑷ 出張封印取付作業代行実施要領について
⑸ その他
5 講 師 長野県自動車標板協会 常務理事

島田 一好 様

□広報監察部会

1 と き 令和元年8月9日（金）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、和田部長、一之瀬副

部長、土屋、五味、吉田各部員
4 会議事項
⑴ 広報月間について
⑵ 広報活動について
⑶ 会報について
⑷ その他
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□上田地域振興局訪問

1 と き 令和元年8月19日（月）
2 と こ ろ 上田市、上田地域振興局
3 出 席 者 赤羽農林建設部長、藤森農林建設

部員

□国際部研修会

1 と き 令和元年8月20日（火）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、宮本部員、会員10名
4 研修内容 行政書士申請取次実務研修会 効

果測定対策
5 講 師 国際部員

□法務省主催「教員向け法教育セミ
ナー」

1 と き 令和元年8月20日（火）
2 と こ ろ 東京都、一橋大学
3 出 席 者 古谷法務副部長
4 基調講演
⑴ 新学習指導要領における法教育の位置付
け・福井大学学術研究院教育・人材社会系部
門 教授 橋本 康弘 氏
⑵ 法教育における民法のエッセンス・一橋大
学大学院法学研究科 教授 小粥 太郎 氏

5 法務省説明
⑴ 法教育推進協議会作成の法教育教材につい
て・法務省大臣官房司法法制部
⑵ 成年年齢成年引下げの意義とその内容につ
いて・法務省民事局

□特定行政書士法定研修

1 と き 令和元年8月21日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 岡田部長、渡邊部員、受講者4名

□農林建設部会

1 と き 令和元年8月22日（木）
2 と こ ろ 上伊那郡辰野町、たつのパークホ

テル
3 出 席 者 清水副会長、赤羽部長、奈良木副

部長、藤森、上島各部員
4 会議事項
⑴ 令和元年度事業計画日程について
⑵ 研修会について
⑶ その他

□ＡＤＲ手続実施者養成研修

1 と き 令和元年8月23日（金）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員、会員9名
4 研修内容
⑴ ＡＤＲ法概論
⑵ ＡＤＲ法解説
⑶ 対話促進型調停と法理論入門
⑷ 効果測定
5 講 師 和田センター長

□日行連関地協国際業務連絡会

1 と き 令和元年8月26日（月）
2 と こ ろ 東京都、日行連
3 出 席 者 春日国際部長
4 議 題
⑴ 副代表幹事の選出について
⑵ 連絡会の今後の運営方針について
⑶ 国際業務連絡会設置規程について
⑷ その他

□特定行政書士法定研修

1 と き 令和元年8月28日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
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3 出 席 者 西澤副部長、古谷部員、受講者4
名

□環境生安部会

1 と き 令和元年9月3日（火）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 清水部長、木内副部長、竹渕、髙

田各部員
4 会議事項
⑴ 令和元年度事業計画実施について
⑵ その他（関係官庁挨拶回り）

□県弁護士会主催「連絡協議会及び
防災講演会」

1 と き 令和元年9月4日（水）
2 と こ ろ 長野市、長野県弁護士会館
3 出 席 者 栁澤法務部長
4 講 演 災害に備えて「業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定について」
5 講 師 弁護士 中野明安先生（第二東京

弁護士会）

□諏訪地域振興局訪問

1 と き 令和元年9月5日（木）
2 と こ ろ 諏訪市、諏訪地域振興局
3 出 席 者 赤羽農林建設部長、上島農林建設

部員

□ＡＤＲ手続実施者養成研修

1 と き 令和元年9月6日（金）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 和田センター長、深澤副センター

長、二瓶運営委員、会員8名
4 研修内容 専門分野（愛護動物に関する紛争）
5 講 師 二瓶運営委員

□日行連関地協会長会

1 と き 令和元年9月6日（金）
2 と こ ろ 東京都、衆議院第一議員会館
3 出 席 者 山本会長、赤羽政連幹事長
4 内 容
⑴ 会長会
⑵ 会員議員とのフォーラム

□日行連関地協会長会講演会

1 と き 令和元年9月6日（金）
2 と こ ろ 東京都、衆議院第一議員会館
3 出 席 者 赤羽副会長
4 議 題 出入国管理法改正後の状況につい

て
5 講 師 法務省出入国在留管理庁 法務専

門官 岩﨑 充 様

□栃木会青木勇夫先生黄綬褒章受章
祝賀会

1 と き 令和元年9月8日（日）
2 と こ ろ 宇都宮市、宇都宮グランドホテル
3 出 席 者 山本会長

□松本地域振興局訪問

1 と き 令和元年9月9日（月）
2 と こ ろ 松本市、松本地域振興局
3 出 席 者 赤羽農林建設部長、奈良木農林建

設副部長

□第3回封印管理委員会

1 と き 令和元年9月11日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員
4 会議事項
⑴ 丁種封印拡張申請について
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⑵ 長野県ＯＳＳ進捗状況について
⑶ その他

□丁種封印名簿登載希望者事前研修
会

1 と き 令和元年9月11日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、大槻部長、中塚副部

長、長崎部員、会員9名
4 研修内容 封印制度、封印業務の説明、作業

完了報告書の記入方法など
5 講 師 大槻部長、中塚副部長

□特定行政書士法定研修考査対策セ
ミナー

1 と き 令和元年9月12日（木）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 岡田部長、渡邊部員、会員4名
4 内 容
⑴ 平成27～30年度考査の傾向分析
⑵ 今年度考査へ向けての勉強方法
⑶ 行政法の全体構造・重要事項の解説
⑷ 出題予想問題の演習
5 講 師 特定行政書士 渡邊博昭 研修部

員

□（一社）コスモス成年後見サポート
センター長野県支部通常総会

1 と き 令和元年9月12日（木）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 山本会長

□正副会長会

1 と き 令和元年9月18日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 山本会長、赤羽、清水、松島各副

会長、宮下総務部長
4 会議事項
⑴ 会費の減免について
⑵ 長野県行政書士会における災害対応の整備

について
⑶ 封印管理委員会運営細則の改正について
⑷ 行政書士制度広報月間について
⑸ その他

□理事会

1 と き 令和元年9月18日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 山本会長、赤羽、清水、松島各副

会長、佐藤、渡邊、栁澤、関、上
島、赤羽、春日、深澤、岡田、一
之瀬、奈良木、宮下、古谷、和
田、髙田各理事

4 会議事項
⑴ 会費の減免について
⑵ 長野県行政書士会における災害対応の整備
について
⑶ 封印管理委員会運営細則の改正について
⑷ 行政書士制度広報月間について
⑸ その他

□特定行政書士法定研修考査対策セ
ミナー

1 と き 令和元年9月19日（木）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 岡田部長、渡邊部員、会員6名
4 内 容
⑴ 民事訴訟法・要件事実・民事事実認定の解
説
⑵ 出題予想問題の演習
5 講 師 特定行政書士 渡邊 博昭 研修

部員

□国際部会

1 と き 令和元年9月24日（火）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、宮本部員
4 会議事項
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⑴ 外国人実務事例について
⑵ その他

□広報監察部会

1 と き 令和元年9月25日（水）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 赤羽副会長、和田部長、一之瀬副

部長、土屋、五味各部員
4 会議事項
⑴ 検討事項
⑵ 経過報告
⑶ 今後の予定

□日行連会長会

1 と き 令和元年9月26日（木）
2 と こ ろ 新潟県湯沢町、ＮＡＳＰＡニュー

オータニ
3 出 席 者 山本会長

□ＡＤＲ手続実施者養成研修

1 と き 令和元年9月27日（金）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 和田センター長、深澤副センター

長、会員10名
4 研修内容 専門分野（外国人に関する紛争）
5 講 師 赤羽調停員

□ＡＤＲ手続実施者養成研修

1 と き 令和元年10月4日（金）
2 と こ ろ 長野市、会館
3 出 席 者 和田センター長、深澤副センター

長、会員9名
4 研修内容 専門分野（自転車に関する紛争）
5 講 師 大槻調停員

□外国人を対象とした無料相談会

1 と き 令和元年10月8日（火）
2 と こ ろ 東京都、東京入管
3 出 席 者 春日国際部長

□一日合同行政相談所

1 と き 令和元年10月10日（木）
2 と こ ろ 伊那市、伊那市役所
3 出 席 者 赤羽、春日各伊那支部会員

□外国人を対象とした無料相談会

1 と き 令和元年10月15日（火）
2 と こ ろ 長野市、東京入管長野出張所
3 出 席 者 赤羽副会長、春日部長、三浦副部

長、宮本部員
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長長野野県県行行政政書書士士政政治治連連盟盟ののペペーージジ

公明党政策要望懇談会実施報告

長野県行政書士政治連盟 副会長 土屋勝浩

長野県行政書士政治連盟は、去る９月４日にホテル国際２１で開催された公明党議員団主催の

政策要望懇談会に出席し、要望活動を行ってきました。公明党からは太田昌孝衆議院議員、清

水順子県議会議員、中川宏昌県議会議員の３名が、当政治連盟からは山本準一副会長（県会会

長）、松島茂行副会長、赤羽公彦幹事長、佐藤佳苗副幹事長、二瓶裕史副幹事長と私の６名が

出席し、それぞれの自己紹介の後、深い意見交換を行いました。

始めに、山本副会長から、最近の行政書士法改正の動きについての説明があり、「国民の権

利の実現」という文言と「会員監督権」の追加を盛り込んだ改正案をぜひ次の臨時国会の場で

議決して欲しいと要望。太田議員からは党として了解をした旨の発言をいただきました。

次に、当政治連盟からの要望書をお渡しし、「災害時における行政書士の活用」について説

明。罹災証明書申請受付業務支援及び罹災証明書発行支援、行政事務全般の支援、身近な問題

の無料相談、自動車の廃車手続きなど、災害時に各市町村と連携し被災者に対する支援活動が

行えるよう、行政書士を活用していただきたい旨の要望を行いました。これについいては、平

成２８年に既に長野県と行政書士会を含む長野県災害支援活動士業連絡会との間で「災害時にお

ける相談業務に関する協定」が締結されていますが、具体的な支援項目にまで言及していない

ため、実用性の面で問題がある旨の指摘も合わせてさせていただきました。これに対し、公明

党県議団からは、既に県の危機管理部との懇談の中で行政書士会の皆様には被災者の相談業務

全般を行っていただきたい旨の回答をいただいており、今後９月議会が終わった頃を目途に、

行政書士会と危機管理部との話し合いの場を設けるとの約束をいただきました。

最後に、太田議員から「災害時の連携について先進的な取り組みをしている会の事例があれ

ばぜひ教えていただきたい。我々も勉強していく。」との力強いお言葉をいただき懇談会の幕

を閉じました。

今回は３０分ほどの短い時間ではありましたが、行政書士の知名度向上と我々の社会貢献への

熱い思いを十分に伝えることが出来たと思います。今後も長野県行政書士政治連盟として、機

を見て積極的に議会・議員への働きかけを行って参ります。
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長長野野県県行行政政書書士士政政治治連連盟盟ののペペーージジ

会長及び幹事の辞任並びに新会長等の選出について

令和元年９月３０日付で三井経光会長が一身上の都合により、会長及び幹事を辞任されました

ので、お知らせいたします。

また、令和元年１０月３日開催の幹事会で長野県行政書士政治連盟規約第６条第２項により、

幹事の互選で山本準一副会長（長野支部）が新会長に選出されました。

なお、長野県行政書士政治連盟規約第６条第３項により、山本準一会長が清水博幹事（飯田

支部）を副会長に指名しました。
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会 員 の 動 き

編 集 後 記

１０月は行政書士制度広報月間です。今年も、多くの公的機関にポスターの掲示やチラシ設置をご協力

いただいています。また、会員の皆様にも様々にご助力いただき、あわせて、この場をお借りして御礼

申し上げます。

つい先日、これまで３００回も相続に関する講演をされてきた東京の行政書士さんとお会いして話を伺

いました。お客様に喜ばれる仕事の積み重ねが社会に行政書士制度を認知させていくと思う、とのこ

と。自分も今まで以上に一つひとつの仕事に真摯に向き合わなければと、身を引き締めるよい機会でし

た。

（広報監察部 小西）

※個人情報保護のため掲載事項を省略いたしました。

―入会者―
個人会員

所属支部 入会登録
年 月 日 氏 名 事務所

（市町村名のみ） 所属支部 入会登録
年 月 日 氏 名 事務所

（市町村名のみ）

佐久支部 元．7．15 小林 一也 小諸市 松本支部 元．7．15 下里亜弥香 松本市

松本支部 元．7．15 須﨑 潤 安曇野市 諏訪支部 元．8．1 藤森 達也 諏訪郡下諏訪町

長野支部 元．8．1 真岸 裕 長野市 諏訪支部 元．9．1 山岸 明 諏訪郡下諏訪町

長野支部 元．10．2 野路 美徳 長野市

―退会者―

所属支部 氏 名 退 会
年 月 日 所属支部 氏 名 退 会

年 月 日 所属支部 氏 名 退 会
年 月 日

諏訪支部 赤沼 正清 元．7．9 松本支部 依田 憲明 元．7．31 長野支郎 真岸 昭雄 元．7．31

長野支部 滝澤 澄世 元．8．9 伊那支部 熊谷 夏美 元．8．15 上田支部 宮澤 正吉 元．8．21

長野支郎 麻場 孝 元．8．28 松本支部 小林 和孝 元．9．11 諏訪支部 原田 昭三 元．9．30

長野支郎 北澤 歌子 元．9．30 松本支部 望月 透 元．9．30 松本支部 横山 浩志 元．9．30

松本支部 嶋崎 里美 元．9．30

ご 逝 去
謹んで、ご冥福をお祈りいたします。

金 子 彰 殿（諏訪）
令和元年8月
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広 報 監 察 部

広報監察部では、長野県行政書士会会員からの投稿を下記の要領により受付いたします。

１．原稿等について
（１）表紙用の写真、絵画、書など

作品及び作品の簡単な説明（１００字程度）
（２）行政書士業務に関する研究論文、資料あるいは実務事例報告など

字数２，０００字程度
（３）その他

自由投稿
２．上記投稿は、自作で著作権法等に抵触しないものに限ります。（肖像権等ご注意下さい。）
３．本会及び他者（個人・団体を問わず）の誹謗・中傷、あるいは不穏当な語句を含む原稿
は掲載できません。
４．原稿などの送付方法について
（１）原稿は、メールあるいはメールに文書ファイル、画像ファイル等を添付してお送りく
ださい。

（２）ＦＡＸ及び手書きによる原稿は出来るだけご遠慮下さい。
（３）投稿の際は、件名に「広報誌投稿」と記載し事務局宛にお送り下さい。
（４）投稿後の原稿の訂正は必ず書面（メール含む）で行ってください。
５．原稿等は随時募集しておりますが、広報誌は年４回の発行となっておりますので投稿者
の掲載したい時期に掲載できない場合もございますので、ご了承下さい。
６．投稿原稿の採否は広報監察部会で決定いたします。採否の理由については一切お答えで
きません。また、原稿は採否に関わらず返却いたしません。
７．編集の都合により大幅な加筆、修正、削除等が必要な場合は広報監察部から投稿者に対
して連絡いたします。その求めに応じていただけない場合は掲載できませんのでご了承下
さい。
８．投稿を掲載したことにより発生したトラブルに関して、県行政書士会及び広報監察部は
一切責任を負いません。
９．掲載記事に関する質問・意見については一切お答えできません。

Eメール：gn―nagano＠msa．biglobe．ne．jp
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